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論　　説
Ⅰ．はじめに
　2011 年 3月 11日に発生した東日本大震災をきっかけとする東京電力福島
第一原子力発電所の事故は、国会の事故調査委員会（2012 年 7月）におい
て、明らかに「人災」であったと断定されている⑴。そこでは、一方におい
て「歴代及び当時の政府、規制当局、そして事業者である東京電力による、
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「未知の危険」と過失犯における予見可能性
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⑴　国会・東京電力福島原子力発電所事故調査委員会報告書 6 頁（http://www.
mhmjapan.com/content/files/00001736/naiic_honpen2_0.pdf, 最終アクセス :2018 年 2
月 5 日）。
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人々の命と社会を守るという責任感の欠如」が指弾されたが、他方で、「特
定個人の過ち」よりもむしろ組織的・社会構造上の欠陥としての側面に焦
点が当てられた⑵。これに対して、事故によって日常を奪われた福島の県民
1324 人は、さらに踏み込んで、東京電力の経営幹部および政府関係者個人
の刑事責任を追及するために、2012 年 6月に福島地方検察庁に告訴・告発
を行うに至った。
　本件原発事故の刑事裁判における更なる真相解明の可能性は、日本社会
あるいは世界中の関心を集めたが、移管先の東京地検によって、当初は嫌
疑不十分により不起訴とされた。しかしながら、その後一般市民から成る
東京第 5検察審査会によって本件は起訴相当であるとされ、2015 年 7月の
2度目の議決をもって、安全対策の責任者であった東京電力の幹部 3名が業
務上過失致死傷罪で強制起訴されることになった。その後、指定弁護士に
よる補充捜査を経て、2016 年 2月に正式に起訴の手続がなされて、福島原
発事故の責任は、ついに刑事裁判においても問われることとなった。
　それでは、本件刑事裁判において実質的に問われていることは、一体何
なのか。それは、2017 年 4月の第 1回公判で行われた検察官役の指定弁護
士たちによる冒頭陳述の中に表されている⑶。
　「人は、自然を支配できません。私たちは、地震や津波が、いつ、
どこで、どれくらいの大きさで起こるのかを、事前に正確に予知す
ることは適いません。だから、しかたなかったのか」。
つまり、ここでは、「未知の危険」から生じた災害についても刑法上の過失
責任が認められうるのかが、法廷の中で正面から問われているのである。
　学説上、いわゆる危険社会の出現によって、刑法、とりわけ刑事過失論
が「未知の危険」とどのようにして向き合うべきかについては、かねてよ
り議論が分かれるところであった。そのような中、諸外国では、災害法と
⑵　国会事故調・前掲註 (1)17 頁。
⑶　指定弁護士による冒頭陳述については、NHKの特設サイト「詳報　東電刑事裁
判『原発事故の真相は』」で確認することができる（https://www3.nhk.or.jp/news/
special/toudensaiban/、最終アクセス：2018 年 1 月 24 日）。
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いう研究領域が近時新たに形成されるようになり、災害に対する法的責任
追及のあり方に関して議論が展開されている。そこで本稿では、福島原発
事故裁判の具体的争点を出発点として、改めて「未知の危険」の刑法上の
意味を過失犯における予見可能性との関係で論じることにする。
　以下では、第一に本件刑事裁判における津波の予見可能性を巡る議論の
要点について確認し（Ⅱ）、そこに表れた「未知の危険」に対する刑事責任
のあり方を考えるために、近時国際的に展開する災害法の知見を紹介する
（Ⅲ）。それを踏まえて、我が国の過失の予見可能性論における「未知の危険」
の取り扱いについて確認し（Ⅳ）、最後に本件刑事裁判における津波の予見
可能性の「問い方」ないしは議論の「方向性」について、若干の考察を加
えたいと思う（Ⅴ）。
Ⅱ．東電元幹部の刑法上の過失責任を巡る議論
１．事件の概要と問題の所在
　本件で東電元幹部 3名が問われているのは、業務上過失致死傷罪（211条
1項）の成否である⑷。したがって、ここで中心的な問題となるのは、東電
元幹部たちに、福島原発事故の発生とそこから生じた具体的な人の死傷に
対して過失があったといえるかどうかという点である。周知のように、過
失の有無について、判例実務では、行為時に、①法益侵害結果の予見可能
性と予見義務、さらには②当該結果の回避可能性と回避義務が存在しなけ
ればならないとする判断公式が定着している⑸。本件においても、最初に不
⑷　その他に、業務上過失激発物破裂罪（117 条の 2）と、放射能の大気中および海
洋への放出につき、公害犯罪処罰法（「人の健康に係る公害犯罪の処罰に関する法
律」）3 条の違反が問題となりうる。松宮孝明「福島原発事故と刑事責任」斉藤豊
治編『大災害と犯罪』（法律文化社、2013 年）212 頁註（1）および 216 頁参照。現に、
公害犯罪処罰法 3 条の違反については、福島原発告訴団による告訴にも含まれて
おり、それに加えて東京地検が下した不起訴の判断には、2 つの罪のいずれもがそ
の対象として含まれている。
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起訴の判断を下した東京地検が、そのような判断枠組みの採用を明示的に
示しており、それに対応する形で、検察審査会の起訴相当の議決も説明さ
れている⑹。
　そこで、過失認定の前提となる本件事故の概要について、東京地検と検
察審査会の判断、さらには指定弁護士による冒頭陳述に表れた事実に基い
て確認すると、次の通りである⑺。
　まず本件事故の契機となったのは、国内観測史上最大マグニチュード 9.0
の東北地方太平洋沖地震であり、それによって生じた大規模な津波が福島
第一原発に襲来したことであった。このとき、当該津波は、原子炉施設があっ
た海抜 10m を遥かに上回り、施設内へと進入した津波が送電装置や非常用
電源設備を破壊して、原子炉の全電源と冷却機能を失わせることになった。
こうして原子炉および関連施設が空焚きのまま制御不能な状態に陥ったこ
とで（いわゆる、ブラックアウトの状態）、炉内の損傷による放射性物質の
漏出および水素爆発が惹き起こされたのである。その結果、近隣の病院内
および介護老人施設内、あるいは避難の過程や避難先において入院患者や
施設入居者たちを死亡させたことについて、本件では刑法上の過失責任の
有無が問われている⑻。
⑸　最決昭和 42・5・25 刑集 21 巻 4 号 584 頁（弥彦神社事件）。
⑹　東京地検による 1 度目の不起訴処分理由告知書（2013）2 頁。なお、東京地
方検察庁による 2 度の不起訴処分に関する理由告知書（2013 年 9 月 9 日および
2015 年 1 月 22 日）と東京第 5 検察審査会による 2 度の議決（2014 年 7 月 30 日
および 2015 年 7 月 31 日）については、福島原発告発団の HP（http://kokuso-
fukusimagenpatu.blogspot.jp/p/blog-page_95.html、最終アクセス：2018 年 1 月 25 日）
から参照することが可能である。
⑺　1 度目の不起訴処分理由告知書（2013）1 頁以下。また、松宮・前掲註（4）215
頁以下も参照。
⑻　なお、検察による不起訴の判断と検察審査会による議決の段階では、本文中の
被害に加えて、①原発から大量に放出された放射性物質により多数の住民が被爆
したこと、また②事故後に現場で収束作業に当たった作業員たちにも放射線障害
を負わせたことも、今回の事故から生じた人の死傷結果とされていた。1 度目の不
起訴処分理由告知書（2013）1 頁、東京第 5 検察審査会による 1 度目の審査議決書
（2014）2 頁。
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２．過失責任を巡る議論のポイント
　以上の事実関係を前提として、本件事故の過失の認定にとって最大の争
点となっているのは、東電元幹部たちが、事故発生時に、海抜 10m 規模の
津波の襲来を具体的に予見することができたか否かという点である⑼。当該
津波の予見可能性との関係では、2008 年に原子力安全・保安院が耐震バッ
クチェックを指示した際に、東電の社内調査でも、福島第一原発周辺の想
定津波水位を海抜 15.7m とする試算が被告人らに報告されていたことが、
ここでは特に重視されている⑽。そして、東京地検による不起訴の判断と検
察審査会の起訴相当の判断の分かれ目になったのは、当該試算の基になっ
た、文部科学省地震調査推進本部の作成による福島周辺における地震活動
の長期評価（2002 年：以下、「長期評価」とする）が、津波の予見可能性判
断に組み入れられるべきか否かという点であった。
　ここで、本件事故の原因となった津波がいかなる意味において「未知の
危険」であったかを考えるために重要なのは、東京地検が当該長期評価を
津波の予見可能性判断から排除した理由である⑾。それは、①今回の規模の
津波地震（マグニチュード 9.0）が、地震調査推進本部の予測の基になった
明治三陸地震（マグニチュード 8.3）を含めて、従来の想定を大きく超える
ものであったということ、また②長期評価を作成した専門家の間でも、裏
付けデータが不十分で、評価の精度が必ずしも高いものであると認識され
ていなかったということ、さらには③地震発生当時、原子力安全・保安院
等の規制当局や電力事業者の間では、土木学会の「原子力発電所の津波評
価技術」における予測が、事実上の基準として共有されており、それによ
れば原発の設計上必要な想定津波水位は、最大で海抜 5.7m とされていたと
いうことであった。つまり、本件刑事裁判において、東電元幹部たちの事
故の予見可能性判断にとって決定的な意味を有するのは、地震調査推進本
⑼　1 度目の不起訴処分理由告知書（2013）3 頁以下。
⑽　なお、このような試算の作成と報告の事実については、検察による 1 度目の不
起訴処分理由告知書（2013）2 頁でも認められている。
⑾　1 度目の不起訴処分理由告知書（2013）2 頁以下。
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部の長期評価、すなわち災害発生の高度な危険を示す津波予測の科学的・
社会的信頼性の有無と考えられるのである⑿。
Ⅲ．近時の災害法研究における基本的視点の転換
１．災害法の転換―社会の脆弱性の顕在化としての災害と法的責任
　このように、災害から生じた被害に対する法的責任追及の場面では、伝
統的に自然災害の多くが「神の仕業」ないしは「不可抗力」とみなされ、「例
外視」されるのが通例であった⒀。しかし、クリスティアン・ラウタは、災
害法に関する比較的最近の研究の中で、「災害」に対する社会的な認識が変
化したことにより、そのような「不可能性」の推定が克服されつつあるこ
とを指摘している⒁。
　まずラウタは、自然災害の法的な「例外視」の典型例として、日本の原
子力損害賠償法 3条 1項を取り上げる⒂。ここで同条は、原子力事故に対す
る損害賠償を本来無過失責任としているが、同項但書によって、当該原子
力事故が「異常に巨大な天変地変」から生じた場合には損害賠償責任を例
外的に免除するとしている。ラウタによれば、このような自然災害を理由
とする免責条項は世界中に同様にみられ、実際上も、20年程前までは関連
する法的な訴えのほとんどが退けられていたとされている。そこでは、大
規模な自然災害は、まさに「不可抗力」ないしは「予見不可能な例外的事象」
であるとして、最初から法の埒外に置かれていたといえるのである⒃。
　しかしながら、ラウタは、近時そのような災害の「例外視」が放棄され、
⑿　これに対して検察審査会は、長期評価は日本で権威を有する機関による津波予
測であり、十分に科学的根拠に基いているとしていた。1 度目の審査議決書（2014）
7 頁以下。
⒀　Kristian Cederva11 Lauta, Disaster Law (London: Routledge, 2016) 123, 124, 
132.
⒁　Id., 124.
⒂　Id., 132.
⒃　Id., 132.
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むしろ災害を「潜在的な不正」⒄や「社会の脆弱性」の顕在化⒅と捉える社
会的な認識の変化が生じていることに注目する。そのことから、災害発生
に対する法的責任の内容も、「適切な注意」（due care）を怠った「誤ったマ
ネジメント」（mismanagement）と解されるようになったと主張するのである⒆。
これらの変化を通じて、自然災害と人災という認識論上の区別は、平準化
され失われることになるとされている⒇。以上のように、災害概念が社会化
されたことから、ラウタは、災害から生じた損害についても、原則通りに
法的責任の再分配が行われるようになると指摘している。
　ここで本稿との関係でとりわけ重要なのは、このような災害法の展開が、
福島原発事故の法的な事後処理についても当てはまるとされていることで
ある。その理由として、ラウタは、民法学者の大坂教授による次の説明を
挙げている。すなわち、大坂教授は、「東日本大震災と津波のいずれも、予
見不可能ではなかったし、また原子炉を設計する際の基本を大幅に超える
ものではなかったので、『異常に巨大な天変地変』の文言には該当しない」
と明言するのである(21)。これらの考察を通じて、ラウタは、福島原発事故の
法的責任追及も、単なる日本的な文化に依拠した特殊日本的な事象(22) として
ではなく、より普遍的な視点から捉えられるべきであると警鐘を鳴らして
⒄　Id., 124.
⒅　Id., 134.
⒆　Id., 125
⒇　Id., 134. ここでラウタは、ハルトマンとスクワイアーズの著書のタイトルを引
用して、現代の社会認識の下では「およそ自然災害というようなものは存在しない」
とも述べている。
(21)　Eri Osaka, “Corporate Liability, Government Liability, and the Fukushima Nuclear 
Disaster”, in: Pacific Rim Law and Policy Journal 21/3 (2012), 435.
(22)　この点については、国会事故調査委員会の委員長が、英語版の報告書におい
て、本件原発事故を「日本製の災害」（a disaster “Made in Japan”）と称しているこ
とに特徴的である。The National Diet of Japan, The Official Report of the Fukushima 
Nuclear Accident Independent Investigation Commission (Executive Summary: 2012), 9
（https://www.nirs.org/wp-content/uploads/fukushima/naiic_report.pdf、最終アクセス：
2018 年 1 月 24 日）.
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いる(23)。
２．刑事法領域への波及
　さらに、ラウタは、災害後の法的責任追及の枠組みを確立しようとする
新たな展開は、刑事司法にとっても例外ではないとしている。その象徴的
な例として、2012 年に世界中にショックを与えたイタリアの一つの刑事裁
判に注目する(24)。それは、イタリアの裁判所が、2009 年に多くの死傷者を出
したラクイラ大地震の被害に対して、イタリア市民保護庁の大災害委員会
で地震予測を担当していた 5人の科学者と委員長を含む官僚 2名に過失致
死罪の成立を認めて、6年の禁錮刑に処した有罪判決である。ここでは、ラ
ウタの説明に加えて、纐纈教授と大木准教授による近時の詳細な調査を参
照することにする(25)。
　本件で過失責任の理由とされたのは、群発地震が続く中、大地震発生の
1週間前に開かれた会合において、被告人たちが自分たちの調査結果や地震
予測の最先端の知見に明らかに背く形で、大地震発生の危険性を否定する
「安全宣言」をメディアに発信したということであった(26)。つまり、委員会
に与えられた地震の「予測と防止」という任務との関係において、「大雑把
で曖昧で効果のない危険度評価」を行い、市民に対して「不完全で不正確
な矛盾した情報を提供した」ことに、刑法上の過失があるとされたのであ
る(27)。その結果、住民たちが、群発地震の期間に屋外に寝泊まりする習慣を
(23)　Lauta supra note 13, 130.
(24)　Id., 132, 134.
(25)　纐纈一起＝大木聖子「ラクイラ地震裁判：災害科学の不定性と科学者の責任」
科学技術社会論研究 11（『科学の不定性と東日本大震災』：2015）50 頁以下参照。
(26)　Lauta, supra note 13,  136,  132,  Denis  Binder,  “Criminal  Law – The 
increasing application of criminal law in disasters and tragedies: a global 
phenomenon”, in: W. New Eng. L. Rev. 38 (2016) 348-349, 纐纈＝大木・前掲
註（25）61 頁。
(27)　纐纈＝大木・前掲註（25）61 頁。
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中止し、繰り返し発生していた地震を感知しながらも家の中にとどまるよ
う誘導されたことで、死傷の被害が拡大したとされている。
　つまり、本件においても、当該地震を正確に予知することが可能であっ
たか否かという問題とは別個に、むしろ被害拡大の防止に努める責任を負っ
たアクターたちが、適切な注意を怠って自然災害の誤ったリスク管理を行っ
た点が、法的非難に値すると評価されているのである(28)。そして、ラウタは、
本件の有罪判決を、災害後の法的責任追及に関する近時の世界的潮流にとっ
て、象徴的な出来事であると位置付けている。このような理解は、同じく
災害や悲劇への刑法の適用を論じたデニス・ビンダーによっても支持され、
当該領域における刑事責任追及の増加傾向は、コモンローと大陸法の双方
で国際的に広がりをみせていると評価されている(29)。
　もっとも、この第１審の判断は 2014 年の控訴審で破棄され、科学者たち
6人が無罪となり、委員長であった市民保護庁副長官のみに過失責任が認め
られている（なお、禁錮 2年に減軽されている）(30)。このことは、本件の経
緯を詳細に調査した纐纈教授と大木准教授によっても裏付けれており、あ
くまでも委員会の会合前に行われた副長官の単独テレビ・インタビューで
の発言が、委員会による「安全宣言」としてメディアを独り歩きしたこと
に原因があったとされている。すなわち、副長官が「エネルギーの放出に
より良好な事態にある」と科学コミュニティが認めていると発言していた
のに対して、公式議事録によれば、委員たちは、あくまでも「まったく大
地震にならないとは言い切れないが、多くの群発地震が大地震につながら
(28)　Lauta, supra note 13, 134, 纐纈＝大木・前掲註（25）61 頁参照。
(29)　Binder, supra note 26, 318. なお、ビンダ−は、災害に対する刑法適用の拡大傾
向にとって「記念碑的な事例」として、熊本水俣病刑事事件判決（最決昭和 63 年
2 月 29 日刑集 42 巻 2 号 314 頁）を取り上げている。
(30)　訴訟自体の経緯については、Massimiliano Stucchi/Rui Pinho/Massimo Cocco, “After 
the L’Aquila Trial”, in: Seismological Research Letters 87(3), 2016, 591 を参照。
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ずに終わっているという一般論」を述べただけにすぎなかったのである(31)。
そして最終的には、2015 年の上告審で、控訴審における科学者全員の無罪
と委員長のみの有罪判決が確定している。
３．科学的合理性と科学の不定性
　以上のように、本件判決とそこに至る経緯は、世界中で自然災害の予測
と予防に関わる官僚や科学者たちに大きなショックを与えるのに十分で
あった。しかし、上級審の判断が示唆しているように、本件有罪判決の評
価については議論が大きく分かれるところである。
　まず一面において、本件有罪判決が、災害法の領域における「常態と非
常事態」あるいは「通常と例外」という古典的な二分法の克服を示してい
ることは確かであろう。ここでは、自然的な災害に起因する出来事を単に「想
定外」とするのではなく、科学的な合理性を無視して誤った災害対策が行
われた場合には、刑法上の過失責任を問い得るということが、明らかにさ
れている。したがって、災害の予防や安全対策の責任者に対しては、「未知
の危険」であったとしても、科学的な知見を尊重した慎重な態度ないしは
合理的な対処が、法的にも原則として期待されるといえるのである(32)。
　その半面で、ラクイラ地震裁判は、「科学の不定性」それ自体にも目を向
けさせるものといえる。自然災害に関する災害科学にとって、自然災害の
予測は、「原因となる自然現象への経験やデータの不足」あるいは「自然現
象の物理的複雑さ」ゆえに困難である場合が多いとされている(33)。このよう
な理解から、纐纈教授と大木准教授は、災害科学が防災や減災のために社
会に貢献できる可能性には高度な不定性がつきまとうことを強調してい
(31)　纐纈＝大木・前掲註（25）55、57 頁。
(32)　古川元晴＝船山泰範『福島原発、裁かれないでいいのか』（朝日新聞出版・2015 年）
45-46 頁。古川弁護士と船山教授は、このような刑事過失の理解を、「合理的危険説」
と称している（70 頁）。
(33)　纐纈＝大木・前掲註（25）50 頁。
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る(34)。むしろ、ラクイラ地震裁判では、大災害委員会委員長が、このような
科学の不定性を無視して、「安全宣言」との誤解を与えるような言動を取っ
たことにこそ、過失責任の実質が認められている(35)。
　以上のような科学的知見それ自体の「不定性」を考慮すると、災害概念
の社会化によって自然災害と人災という認識論上の峻別が失われるとする
ラウタの主張にも、やはり限界があるであろう。したがって、「未知の危険」
の現実化について刑法上の過失責任を認める余地があるとしても、「不可抗
力」による災害の可能性は、結局のところ完全には排除されないといえよう。
その意味において、大規模災害に対する過失犯の成否を検討するにあたっ
ても、科学的合理性と科学の不定性という相反する事情を併せて考慮する
必要があると考えられるのである。
Ⅳ．過失犯における予見可能性と「未知の危険」
１．予見可能性の意義と予見の対象
　それでは、以上のような災害法における「不可能性」の推定の克服と科
学の不定性を巡る議論を前にして、我が国の過失犯論、とりわけ予見可能
性論との関係において、「未知の危険」はどのように取り扱われるべきであ
ろうか。
　前述したように、過失の罪責が認められるためには、結果の予見可能性
とその予見義務ならびに結果の発生を防止することの可能性とその義務の
存在が必要であると一般に解されている(36)。このうち、結果発生の予見可能
性については、「法は不可能を強いない」という法の一般原則から導かれる
ことになる。つまり、それは、行為者に対して、予め認識できない事態に
対処することが不可能であるとする抗弁の余地を与え、刑法上の過失責任
(34)　纐纈＝大木・前掲註（25）50 頁。
(35)　纐纈＝大木・前掲註（25）63 頁。
(36)　最決昭和 42・5・25 刑集 21 巻 4 号 584 頁（弥彦神社事件）。
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の「限界」を画する機能を本来有しているのである(37)。その意味において、
比較的多数の支持を得ている体系によれば、予見可能性の要件は結果回避
義務の前提として位置付けられることになる(38)。
　この予見可能性要件の具体的な内容については、従来から「予見の対象」
と「予見の程度」を中心に議論が展開されてきた。まず「予見すべき対象」
との関連では、判例は「構成要件的結果の発生とそれに至る因果関係の基
本的部分ないしは本質的部分」を予見し得たことで十分であると考えてお
り(39)、実際にはこれを相当程度抽象化して捉えているといわれている(40)。そ
して、現実に発生した態様の具体的結果と因果関係の詳細まで予見できた
ことが必要ではないという点では、広く見解の一致がみられる。例えば、
交通事故を起こした際、知らないうちに車の荷台に乗っていた被害者を死
亡させたことについて予見可能性が認められているように、個別具体的な
被害者の存在や(41)、電力ケーブル接続工事に際して電気機器の設置の不備に
より炭化導電路という未知の現象が火災を惹き起した場合のように、事故
や人的被害の原因となった物質や科学的現象が予め特定されていることま
で、判例では必要とされていない(42)。
　これらの点から、曲田教授の言葉を借りるとすれば、判例上、「そもそも『基
本部分』はなお開かれた概念にすぎない」と解するのが妥当であろう(43)。そ
(37)　古川伸彦『刑事過失論序説』（成文堂・2007 年）198 頁。
(38)　山本紘之「予見可能性における『可能性』判断」刑雑 55 巻 2 号（2016）255 頁。
(39)　札幌高判昭和 51・3・18 高刑集 29 巻 1 号 78 頁（北大電気メス事件）。
(40)　井田良「過失犯理論の現状とその評価」『変革の時代における理論刑法学』（慶
応大学出版会・2007 年）152 頁。
(41)　最決平元・3・14 刑集 43 巻 3 号 262 頁。
(42)　福岡高判昭和 57・9・6 高刑集 35 巻 2 号 85 頁（熊本水俣病事件）、札幌高判昭和
51・3・18 高刑集 29 巻 1 号 78 頁、最決平成 12・12・20 刑集 54 巻 9 号 1095 頁（近
鉄生駒トンネル火災事件）。
(43)　曲田統「過失犯論における実行行為性・予見可能性の問題―日航機ニアミス事
件を素材にして―」川端博ほか編『理論刑法学の探究⑤』（成文堂・2012 年）56
　頁。
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こで、実際上、予見可能性の判断の結論に大きな違いをもたらしてきたのは、
むしろ「予見の程度」であったと考えられるのである(44)。
２．具体的予見可能性説における「高度な予見可能性」
　「予見の程度」を巡る理解については学説上大きな争いがあり、「高度な
予見可能性」を要求する具体的予見可能性説(45) と、「その種の結果の発生が
ありうるとして、具体的に危惧感をいだく程度のもの」で足りるとする危
惧感説(46) の考え方が従来から対立してきた (47)。
　このうち具体的予見可能性説が、責任主義の徹底を根拠に、従来から通
説的な地位を占めてきた。この見解からは、刑罰を科すためには十分に非
難に値する事情の存在が必要であるとされ、可罰性の根拠である法益侵害
の事実が、ある程度容易に予見できたといえなければならないとされてい
る (48)。このようにして、学説では、刑法上の過失責任を追及する不可欠の前
提として、予見の「容易性」を認めうる程度に「具体的な予見可能性」が
必要であると、伝統的に解されてきた(49)。それゆえ、通説からは、前例のな
(44)　もっとも、曲田教授は、予見可能性判断における基準の明確化について、予見
可能性の対象を具体化する基準の面からアプローチされている。曲田・前掲註（42）
56 頁以下。
(45)　西田典之『刑法総論［第 2 版］』（弘文堂・2010 年）268 頁、山口厚『刑法総論［第
3 版］』（有斐閣・2016 年）255 頁、大塚裕史「鉄道事故と企業幹部の管理・監督責
任―JR 福知山線脱線転覆事故判決を契機として―」高橋則夫ほか編『曽根威彦先生・
田口守一先生古稀祝賀論文集［上巻］』（成文堂・2014 年）662 頁。
(46)　藤木英雄『刑法総論講義』（弘文堂・1975 年）242 頁。
(47)　もっとも、このような二項対立の図式について疑問を呈するものとして、大塚
裕史「予見可能性論の動向と予見可能性の判断構造」井田良ほか編『川端博先生
古稀記念論文集［上巻］』（成文堂・2014 年）313 頁、岡部雅人「過失犯における『因
果関係の予見可能性』について―渋谷温泉施設爆発事故最高裁決定をてがかりと
して―」川端博ほか編『理論刑法学の探究⑩』（成文堂・2017 年）2 頁参照。
(48)　西田・前掲註（45）268 頁、大塚（裕）・前掲註（45）659 頁。
(49)　山口・前掲註（45）255 頁。
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い危険や未知の危険に対する予見可能性は、当然のように否定されること
になるのである(50)。
　しかし、高度な予見可能性を要求する見解に対しては、過失犯の処罰範
囲を明確にする点で優れているが、同時にそれを著しく限定してしまう可
能性があるという批判が加えられている(51)。具体的には、大規模火災のように、
事故が発生する頻度は必ずしも高いとはいえないが、一旦発生すると多数
の死傷者が出る場合に、高度な予見可能性を文字通り要求すると、過失犯
としての処罰が不可能になってしまう点に問題がある(52)。
　実際のところ、判例も予見の程度について通説ほど限定的には解してお
らず、むしろ、火災が発生した場合を常に想定して、人的被害の発生を阻
止ないしは回避できるために必要な物的設備や人的体制を事前に整備して
万一の事態に備えることを、法的に求めている(53)。つまり、甚大な被害をも
たらす危険性に対しては、たとえそれが抽象的な危険に留まっているとし
ても、法の立場から積極的な対処を求めることは正当化されると考えられ
るのである。
３．危惧感説の中核的内容と「未知の危険」
　そこで、科学技術の高度な発達に伴う「未知の危険」の現実化と甚大な
被害を直視して、刑法上もこれに対応することが必要であると主張したの
が、危惧感説の論者であった(54)。そして、その主唱者である藤木博士こそ
(50)　西田・前掲註（45）268 頁。そこでは、例として、①当時一般に知られていな
かったハイドロプレーニング現象に起因するスリップ事故（大阪高判昭和 51・5・
25 刑月 8 巻 4＝ 5 号 253 頁）と、②発生当時の技術水準では爆発のメカニズムが不
明であった石油化学工場の爆発事故（山口地判昭和 54・10・12 判時 948 号 21 頁）
が挙げられている。
(51)　岡部雅人「過失犯における『予見可能性』について」高橋則夫ほか編『野村稔
先生古稀祝賀論文集』（成文堂・2015 年）59 − 60 頁。
(52)　井田・前掲註（40）166 頁。
(53)　佐伯仁志『刑法総論の考え方・楽しみ方』（有斐閣・2013 年）305 頁。
(54)　藤木・前掲註（46）233 頁。
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が、本稿の関心である「未知の危険」から生じる事故の過失犯処罰の可能
性に言及した最初の研究者であった。藤木博士によれば、危惧感説の趣旨は、
たとえ「未知の危険」に対処する場合であっても、「事前の慎重な態度によっ
て予防可能なものはすくなくない」のであって (55)、「当時だれにもわからな
かったことだから責任を負わされなくてよいという弁解を安易に認めるべ
きではない」という点にあった(56)。つまり、そこでの主眼は、予見の程度を
結果発生の具体的な危惧感へと緩和することによって、事業者に不安感を
打ち消すに足りる程度の資料の収集や実験の実施を積極的に義務付けよう
とすることにあった。
　この見解は、当初から結果責任を強いるものであると批判されてきたが(57)、
最近では、その主張の骨子である「予見可能性の結果回避義務関連性」を
再評価する見解が有力に唱えられている。すなわち、刑法上の過失責任の
中核を結果回避義務の違反に求めるのであれば、当該義務が前提とする結
果の予見可能性についても、あくまでも「結果回避措置の必要性を行為当
時の行為者に自覚させる限度において要求されるにすぎない」と解される
のである(58)。したがって、井田教授が簡潔に述べているように、「予見可能
性はおよそあるかないかという形で抽象的にその有無を問い得るものでは
なく、とられるべき結果回避措置との関係で相対的に定められ、低い程度
の予見可能性に対しては弱い結果回避措置が対応して」要求されることに
なるのである(59)。
　このような理解は、前述した災害発生時の「誤ったマネジメント」に焦
点を当てる災害法の国際的潮流とも合致しており、基本的に妥当な方向を
示しているといえよう。また、同じ文脈において科学的合理性を重視する
(55)　藤木・前掲註（46）234 頁。
(56)　藤木・前掲註（46）241 頁。
(57)　例えば、大塚（裕）・前掲註（47）312 頁。
(58)　杉本一敏「『因果関係の基本的部分』の予見可能性について」刑ジャ 50 号（2016）
21 頁。
(59)　井田・前掲註（40）170 頁。
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としても、それ自体が相対的なものであり、加えて予見可能性判断も程度
を付しうる「可能性」判断であることを考慮すると、「予見可能性の結果回
避義務関連性」を肯定する見解がそのような程度判断に結果回避措置とい
う具体的な手がかりを与えようとしていることは妥当であるといえる(60)。以
上のような理解は、我が国の実務でも少しずつ受け入れられつつあり、JR
福知山線脱線転覆事故に関連して鉄道会社の安全管理体制の不備に対する
鉄道本部長の過失責任が問われた事件で、神戸地裁が「予見可能性の結果
回避義務関連性」の判断枠組みを明示するに至っている(61)。
４．予見可能性の契機と情報収集義務
　他方で、近時の科学技術社会論の見地からは、災害法の分野においても「科
学の不定性・不確実性」が考慮されなければならないとされていた。したがっ
て、「未知の危険」から生じる災害について刑法上の過失責任を追及する余
地が認められるとしても、単純な結果責任を許すわけにはいかない。ここ
でもやはり、「法は不可能を強いることはない」という法の一般原則は、維
持されなければならないのである。そこで、最後にそれらの要請を満たす
ことを念頭に、予見可能性における「可能性」判断の思考プロセスについて、
整理したいと思う。この点では、近時予見可能性の一般的な判断枠組みの
構築に努めている山本紘之教授の見解が、参考になる。
　山本教授によれば、構成要件的結果の予見可能性は、基本的に行為者に
よる一定の危険事情の認識から推論することが可能である。行為者は、契
機となる事情の認識から、因果関係の基本的部分を連想し、さらに構成要
件の実現を連想することが可能であったと評価されるのである(62)。したがっ
て、予見可能性の認定にとって重要な役割を演じるのは、契機たる事情の
認識ということになる (63)。具体的に契機とされ得る事情としては、例えば、
(60)　曲田・前掲註（43）57 頁。
(61)　神戸地裁平成 24・1・11　LEX/DB 25480439.
(62)　山本（紘）・前掲註（38）255 頁。
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子供の飛び出しについて注意を促す道路標識などが挙げられる(64)。
　もっとも、山本教授は、ここで想定される危険事情についても、直ちに
契機と呼べるような具体的なものから、極めて抽象的なものまで、さまざ
まな程度のものがありうることを、同時に指摘している(65)。例えば、見通し
の悪い交差点に減速せずに進入することの認識は、構成要件的結果を難な
く連想し得るほどに具体的であるのに対して、単なる脇見運転の認識は抽
象的なものに留まる。つまり、ここでは、適正な契機には至らない、抽象
的な危険事情の認識についても、なお因果関係の基本的部分を予見可能に
する場合があるとして、両者を媒介する情報収集義務の意義に再び光が当
てられている。
　情報収集義務については、「結果回避義務を遵守できるよう事前に点検・
確認する義務」と定義することができ、具体的には、前方注視義務や薬品
の副作用の調査などがその典型例と解されている(66)。これに関連して、そも
そもエンギッシュに倣って情報収集義務の現代的意義を強調したのは、危
惧感説の主唱者である藤木博士であった。このとき藤木博士は、たしかに
情報収集義務の違反が直ちに結果回避義務の違反を基礎づけると解してい
たために(67)、当初、三井教授によって概念の混同を批判された (68)。また、最
近でも当該義務の重視が結果責任を招く虞れについての懸念が示されてい
(63)　なお、予見可能性の対象の具体化基準からのアプローチにおいても、低いレベ
ルで予見を通常可能にする契機として、「具体的かつ特徴的な事実」の認識が同じ
く重視されている。曲田・前掲註（43）58 頁。
(64)　山本紘之「予見可能性の判断枠組みについて」川端博ほか編『理論刑法学の探
究⑩』（成文堂・2017 年）131 頁。
(65)　山本（紘）・前掲註（38）256 頁。その他に、樋口亮介「注意義務の内容確定基
準―比例原則に基づく義務内容の確定」髙山佳奈子ほか編『山口厚先生献呈諭文集』
（成文堂・2014 年）231 頁以下も参照。
(66)　山本（紘）・前掲註（64）120 頁。
(67)　藤木英雄「過失犯の基本構造」同編『過失犯―新旧過失論争』（学陽書房・1975 年）
31 頁。
(68)　三井誠「問題の所在および『危惧感』説」藤木英雄編『過失犯―新旧過失論争』（学
陽書房・1975 年）149 頁以下。
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る(69)。それゆえ、これらの批判を考慮して、現在では情報収集義務を「あく
までも予見可能性と関連する二次的な義務」と位置づける点で、広く意見
の一致が見られるところである(70)。
　そこからさらに、山本教授は、情報収集義務が「具体的な予見可能性を
認定するための道具概念」であるということを明らかにしている(71)。たしか
に、構成要件の実現を回避するために重要なのは、あくまでも行為の中止
や慎重な態度であって、情報収集それ自体は直接の回避行動を取るための
判断材料を提供するに過ぎないといえる。したがって、例えば情報収集義
務の典型例とされる前方注視義務は、ハンドルを切って衝突を回避するよ
うな直接の回避義務とは異なって、それを導く手段として説明されること
になるのである。
　以上のことから、直接的な回避行動を動機づける具体的な危険事情の認
識がなく、抽象的な危険事情の認識に留まる場合には、まず情報収集義務
が課されることになる(72)。その上で、さらに「危惧感に基いて課しうる情報
収集義務を果たしたとすれば具体的な予見に到達しえた」といえる場合に
限って、直接の回避義務が導かれると考えるのが、妥当であろう(73)。そして、
このような判断枠組みは、すでに JR 福知山線脱線転覆事故の第 1 審判決の
中で用いられている。すなわち、当該事案では、被告人である鉄道本部長が、
たしかに本件曲線と同程度の危険性を有する曲線の存在を認識していたが、
その数が相当数にのぼるため、仮に期待される情報収集措置を履行してい
たとしても、具体的な回避措置である本件曲線への自動停止装置へと動機
付けられる程度に事故を予見することは不可能であったとして、過失責任
(69)　大塚（裕）・前掲註（47）309 頁。
(70)　山本（紘）・前掲註（62）121 頁、大塚（裕）・前掲註（47）309 頁。
(71)　山本（紘）・前掲註（38）258 頁。
(72)　山本（紘）・前掲註（38）260 頁。ここで、山本教授は、危惧感説のいう危惧感
が抽象的な危険事情の認識と重なる限りにおいて、自説は危惧感説と親和的な面
を有している、と述べている。
(73)　山本（紘）・前掲註（38）261 頁、大塚（裕）・前掲註（47）309 頁。
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が否定されているのである (74)。
　以上のように解すると、本稿の検討対象である「未知の危険」に起因す
る災害については、抽象的な危険事情の認識に基く情報収集義務の履行を
介して、事故発生の具体的な予見が可能であったか否かが問われるべきと
いえるであろう。
Ⅴ．福島原発事故刑事裁判における議論の方向性・試論
　以上の検討を踏まえて、最後に、福島原発事故の刑事裁判における津波
の予見可能性判断の方向性について、若干の検討を加えたいと思う。もっ
とも、ここでは、「過失の有無・程度は、主として、法廷に顕出された証拠
の評価により決せられる事実認定の問題」であるということが、今一度確
認されなければならない(75)。このような基本的認識を前提にすると、筆者は
今後法廷に提出される証拠を直接確認することはできないので、以下の考
察は、文字通り議論の「方向性」を示すに留まる。
　まず、近時の災害法の見地を考慮すると、自然災害に起因する被害につ
いても、「不可能性」の推定を否定して安全管理責任者の「誤ったマネジメ
ント」の過失責任を問い得ると考えるべきであって、本件の津波についても、
これを最初から「想定外」として、法の埒外に置くことは妥当でない。し
たがって、当初、検察が津波の予見可能性を否定するにあたって、端的に
地震調査推進本部の長期評価の基になった過去の津波地震の規模を上回っ
ていたことを指摘しているのは、必ずしも十分に説得的な理由付けである
とはいえない。
　ここでは、当該原発事故についても「想定外」と「想定不可能」とを明
(74)　神戸地判平成 24・1・11 LEX/DB 25480439. また、この点については、大塚（裕）・
前掲註（45）662 頁も参照。
(75)　井田・前掲註（40）160 頁。
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確に区別する必要があるとする松宮教授の指摘がむしろ重要である(76)。すな
わち、本件原発事故の過失責任の判断においては、事故原因である津波を
現実に「予見」すなわち「想定」していたか否かではなく、それについて「注
意すれば『予見可能性』すなわち『想定可能性』」があったといえるかどう
かが、決定的な意味を有しているのである。さらに、同じく「想定可能性」
を重視して、福井教授も、「予見すべき事実は『操業期間内にメルトダウン
を誘発するような地震ないし津波が、無視しえない程度の確立で起こる』
こと」で足りるとしている(77)。そうであるとすれば、本件津波の予見可能性
についても、まずはその契機となり得る長期評価の津波予測が現在の科学
的見地からして無視し得ないものであったのかが問題とされなければなら
ないであろう。また、この点に関しては、検察審査会および指定弁護士が、
地震発生当時、地震調査研究推進本部が地震予測を公表する国の唯一の機
関であったとしていることを考慮すると(78)、長期評価を予見可能性判断の基
礎から積極的に排除する事情があったか否か、という形で問われるべきこ
とになろう。
　もっとも、仮に長期評価に科学的合理性が認められるとしても、その予
測内容はなお「未知の危険」に属するものであって、それゆえせいぜい情
報収集義務を基礎づけるに過ぎないと考えられる。その場合、さらにこの
ような「未知の危険」の認識が、具体的な結果回避行動を動機づけるため
には、関連する法令の規定や同業他社の運用等を調査し、考慮することが
要求されることになろう(79)。また、同じ文脈では、ラウタが指摘する災害法
(76)　松宮・前掲註（4）218 頁。
(77)　福井厚「福島第一原発苛酷事故と『強制起訴』制度―東京第五検察審査会の『強
制起訴』議決を契機として」京女法学第 9 号（2016）8 頁。
(78)　1 度目の審査議決書（2014）7 頁以下、指定弁護士による冒頭陳述・前掲註（3）。
(79)　予見可能性、とりわけ予見の容易性の判断にとって関係法令の存在を重視する
ものとして、井田良「火災事故における管理・監督過失」『犯罪論の現在と目的的
行為論』（成文堂・1995 年）219 頁、大塚（裕）・前掲註（45）664 頁。また、神戸
地判平成 24・1・11 LEX/DB 25480439 も併せて参照。
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の「国際化」の視点も併せて考慮されなければならない(80)。すなわち、災害
のメカニズム、ひいては有効かつ必要な安全対策については、他国の例か
らも学ぶことが可能なのであって、そのようにして国際的に共有され標準
化された安全管理の基準・方法は、さらに国内法上の判断にも取り込まれ
る必要があると考えられる。
Ⅵ．おわりに
　以上のように、本稿では、福島原発事故の刑事裁判を契機として、改め
て「未知の危険」に対する予見可能性の判断方法について考察を行った。
その際、特に議論の出発点として、国際的に近時進展する災害法研究の成
果を参照した。この点で、災害法研究が示す「不可能性」の推定の克服と
科学的合理性を軽視した「誤ったリスク管理」への注目は、今日の社会的
実態に合致していると考えられる。また、我が国の刑法学において近時有
力化している「予見可能性の結果回避義務関連性」を唱える見解も、これ
と軌を一にするものであった。つまり、いずれの立場にあっても、過失責
任の実体としては、十分な結果回避措置が講じられていたかが重視される
ことになる (81)。そして、自然災害のような抽象的な危険への対応が問題とさ
れる場合でも、情報収集義務を尽くすことによって事故の発生を具体的に
予見可能であったといえる限りでは、刑法上の過失責任を追及する余地が
認められると考えられるのである。
　もっとも、本稿のような理解に対しては、結果回避義務の前提としての
予見可能性とは別個に、さらに責任主義の見地から主観的帰責を基礎づけ
る結果の予見可能性が必要であるとする見解(82) からは、異論が提起されるか
(80)　Lauta supra note 13, 137.
(81)　なお、船山教授は、この点を前面に押し出して、危惧感説の立場を「回避措置
重心説」と称されている。船山泰範「過失犯における回避措置重心説」井田良ほ
か編『川端博先生古稀記念論文集［上巻］』（成文堂・2014 年）417 頁。
(82)　大塚（裕）・前掲註（47）313 頁以下、岡部・前掲註（47）7 頁。
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もしれない。違法要素としての予見可能性と責任要素としての予見可能性
の関係について本稿では論ずることができなかったが、今後の課題とした
い。
　また、災害対策について、「不可能性」の推定を超越して最新の科学的知
見を尊重し、積極的に結果回避措置を要求するべきと考える場合でも、そ
こで重要な意味を演じる科学それ自体に「不定性」が内在していることにも、
本稿では言及した。その意味でいえば、災害対策に対する刑事責任、とり
わけ過失責任の有無を論じる上で、裁判所は科学的合理性を重視しつつも、
最終的には同業者の行動など社会規範の観点から判断を下す必要があると
考えられる。あるいは、科学を応用した技術の運用・管理という側面では、
そこで用いられる科学的水準でさえも、純粋に科学的知見のみによって決
せられるものとはいえないのかもしれない。この点で、相関的な関係に立
つ災害対策のあり方と災害後の責任追及のあり方については、まさに「科
学に問うことができても、科学で答えられない」性質の問題、すなわちい
わゆるトランス・サイエンスの領域に属すると考えられる(83)。それゆえ、本
稿が、自然科学者ないしは技術者と法律専門家との対話の一助になるとす
れば、筆者にとって望外の喜びである。
【付記】朴先生には、学会での報告を勧めていただくなど、筆者の着任以来、
大変お世話になりました。法学を出発点としながら、周辺領域に属する経
験諸科学の見地をも加味して、長年に亘り学際的な研究に取り組まれてき
た朴先生に本稿を献呈し、改めて感謝を申し上げます。
(83)　本堂毅「本特集の意図：科学の不定性と東日本大震災」科学社会論研究 11 号（『科
学の不定性と東日本大震災』：2015）7 頁。
（本学法学部准教授）
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